
小山町地域まちづくり事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 町長は、地域の特性や実情に合わせて、地域自らが地域課題又は地域活性化に取り

組む事業を実施する団体に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その

交付に関しては、小山町負担金補助及び交付金に関する規則（昭和５１年小山町規則第１

号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助対象団体）

第２条 この補助金の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、次の各号のい

ずれにも該当する団体とする。

（１）町内に活動拠点を有し、かつ、町内において主な活動を行っていること。

（２）団体として、１年以上の活動実績を有すること。

（３）５人以上（１８歳以上の者に限る。）の者によって組織され、当該団体の構成員の過

半数が町内に住所を有する者又は町内に勤務する者であること。

（４）団体の組織及び運営を定めた規約、会則等があること。

（５）政治活動、宗教活動、営利活動、特定の公職者（候補者を含む。）若しくは政党を推

薦し、支持し、若しくは反対する活動又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある活動

を目的としないこと。

２ 前項の規定にかかわらず、特に町長が認める団体については、補助対象団体として取り

扱うものとする。

（補助対象事業）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号い

ずれにも該当する事業とする。

（１）公益性のある事業であること。

（２）町内で実施される事業であること。

（３）地域課題の解決を図り、又は地域の活性化が図られる事業であること。

（４）町民の利益の増進に寄与する事業であること。

（５）当該事業が１会計年度で完了する事業であること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助対象事業としな

い。

（１）政治活動、宗教活動、営利活動、特定の公職者（候補者を含む。）若しくは政党を推



薦し、支持し、若しくは反対する活動又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある活動

を目的とする事業

（２）他の団体を補助する事業

（３）施設の修繕又は改修を目的とする事業

（４）同一年度において、国、地方公共団体等から他の補助又は委託を受けている事業

（５）事業の企画、立案及び運営に構成員の半数以上が参画していない事業

（６）その他町長が適当でないと認める事業

（補助対象経費）

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要す

る経費とする。ただし、次に掲げる経費については、補助対象経費としない。

（１）補助対象団体の経常的な活動に要する経費

（２）事務所等を維持するための経費

（３）構成員の人件費

（４）その他町長が必要でないと認める経費

（補助金の額等）

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる補助対象団体に応じ、それぞれ当該各号に定める

額とする。ただし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。

（１）小学校区単位の町内自治組織又は町内自治組織が中心となって小学校区単位で形成

されている場合 補助対象経費の１０分の１０以内の額とし、２５万円を限度とする。

（２）前項以外の場合 補助対象経費の３分の２以内の額とし、１０万円を限度とする。

２ 補助金の交付は、１団体につき１会計年度において１回を限度とする。ただし、町長が

特に必要と認めた場合は、この限りでない。

（交付の申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象団体（以下「申請団体」という。）は、小

山町地域まちづくり事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

町長に提出しなければならない。

（１）団体概要書（様式第２号）

（２）事業計画書（様式第３号）

（３）収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）（様式第４号）



（４）団体の規約、会則又は定款

（５）構成員名簿

（６）その他町長が必要と認める書類

（交付の決定）

第７条 町長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにその内容を審査し、小山町

地域まちづくり事業費補助金決定通知書（様式第５号）を申請団体に通知するものとする。

（概算払請求）

第８条 補助金の交付の決定を受けた申請団体（以下「交付決定団体」という。）は、交付

決定額を限度として、概算払請求をすることができるものとする。

２ 前項の規定により概算払請求をしようとする交付決定団体は、小山町地域まちづくり

事業費補助金概算払請求書（様式第６号）を町長に提出するものとする。

（補助対象事業の変更等）

第９条 交付決定団体は、補助対象事業の内容に変更が生じたとき又は当該補助対象事業

を中止し、若しくは廃止しようとするときは、速やかに小山町地域まちづくり事業費補助

金変更等申請書（様式第７号）を町長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、

軽微な変更である場合は、この限りでない。

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、小山町地

域まちづくり事業費補助金変更等決定通知書（様式第８号）により交付決定団体に通知す

るものとする。

（実績報告）

第１０条 交付決定団体は、補助対象事業が完了したときは、小山町地域まちづくり事業費

補助金実績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて、補助対象事業完了後１月以

内に町長に提出しなければならない。

（１）収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）

（２）その他町長が必要と認める書類

（補助金の確定）

第１１条 町長は、前条に規定する報告を受けたときは、その内容を審査し、適当であると

認めたときは補助金の額を確定し、小山町地域まちづくり事業費補助金交付額確定通知

書（様式第１０号）により交付決定団体に通知するものとする。

（補助金の請求）



第１２条 前条の規定による通知を受けた交付決定団体は、当該通知を受理してから７日

以内に小山町地域まちづくり事業費補助金請求書（様式第１１号）を町長に提出するもの

とする。

（交付の決定の取消し等）

第１３条 町長は、交付決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決

定の全部又は一部を取消し、又は変更することができる。第１１条の規定により補助金確

定通知をした後においても同様とする。

（１）虚偽その他不正な行為により補助金を受け、又は受けようとしたとき。

（２）補助金交付の目的以外に補助金を使用したとき。

（３）その他町長が不適正と認めるとき。

（補助金の返還）

第１４条 町長は、補助対象事業の変更等を承認した場合又は前条の規定により交付の決

定の取消し等を行った場合は、当該変更等の承認又は取消しに関し、既に補助金が交付さ

れているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずるものとする。

２ 町長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が

交付されているときは、前項の規定の例によりその返還を命ずるものとする。

（書類の整備）

第１５条 交付決定団体は、補助対象事業に係る経費の収入支出を明らかにした書類及び

帳簿等を整備し、補助対象事業完了の日の属する年度の翌年から５年間保管しておかな

ければならない。

（その他）

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。

（小山町金太郎まちづくり事業費補助金交付要綱の廃止）

２ 小山町金太郎まちづくり事業費補助金交付要綱（平成２７年４月１日施行）は、廃止

する。

（経過措置）

３ この告示の施行の日前に、この告示による廃止前の小山町金太郎まちづくり事業費補



助金交付要綱により補助金の交付を受けたものに係る取扱いについては、なお従前の例

による。

附 則（令和２年６月８日告示第１０９号）

この告示は、公示の日から施行する。

附 則（令和３年４月１日告示第６９号）

この告示は、公示の日から施行する。



様式第１号（第６条関係）

（添付書類） （１）団体概要書（様式第２号）

（２）事業計画書（様式第３号）

（３）収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）（様式第４号）

（４）団体の規約、会則又は定款

（５）構成員名簿

（６）その他町長が必要と認める書類

小山町地域まちづくり事業費補助金交付申請書

年 月 日

小山町長 様

所在地

申請者 団体名称

代表者氏名 ○印

次のとおり実施する事業について補助金の交付を受けたいので、小山町地域まち

づくり事業費補助金交付要綱第６条の規定により関係書類を添えて申請します。

事業の名称

実施予定期間 年 月 日から 年 月 日まで

事業の総額 円

交付申請額 円



様式第２号（第６条関係）

団体概要書

団体名称

代表者

氏名：

住所：

電話：

連絡先

（事務局）

氏名：

住所：

電話：

構成員数 人（うち役員 人）

設立の経緯

活動の目的

主な活動内容



様式第３号（第６条関係）

事業計画書

現状の課題

事業の目的

事業の内容

事業の効果

備 考



様式第４号（第６条、第８条、第１０条関係）

収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）

１ 収入の部

（単位：円）

２ 支出の部

（単位：円）

科 目 金 額 内 容

合 計

科 目 金 額 内 容

合 計



様式第５号（第７条関係）

第 号

年 月 日

様

小山町長 氏 名 □印

小山町地域まちづくり事業費補助金決定通知書

年 月 日付けで申請のあった補助金については、下記のとおり決定したので、

小山町地域まちづくり事業費補助金交付要綱第７条の規定により通知します。

記

１ 交付します

（１）交付決定額 円

（２）交付の条件

小山町負担金補助及び交付金に関する規則及び小山町地域まちづくり事業費補助

金交付要綱を遵守すること。

２ 不交付とします

（理由： ）



様式第６号（第８条関係）

小山町地域まちづくり事業費補助金概算払請求書

年 月 日

小山町長 様

所在地

申請者 団体名称

代表者氏名 ○印

年 月 日付け 第 号により交付の決定を受けた補助金について、小山町地

域まちづくり事業費補助金交付要綱第８条第２項の規定により、下記のとおり概算払

を請求します。

記

交

付

内

容

決定通知 年 月 日 第 号

事業の名称

交付決定額 円

概算払請求額 円

口座振替記入欄

金

融

機

関

銀行

金庫

農協
口

座

フリガナ

名義人

本店

支店

支所

出張所

種 類 口 座 番 号

１ 普通

２ 当座

３ その他（ ）



様式第７号（第９条関係）

小山町地域まちづくり事業費補助金変更等申請書

年 月 日

小山町長 様

所在地

申請者 団体名称

代表者氏名 ○印

年 月 日付け 第 号により補助金の交付の決定を受けた補助対象事業を次

のとおり（変更・中止・廃止）したいので、関係書類を添えて申請します。

（備考）

補助対象事業の内容変更の場合は、収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）（様式

第４号）を添付してください。

事業の名称

当初交付決定額 円

変更交付申請額 円

変更・中止・廃止の理由

変更事項

（変更前）

（変更後）



様式第８号（第９条関係）

小山町地域まちづくり事業費補助金変更等決定通知書

第 号

年 月 日

様

小山町長 氏 名 印

年 月 日付けで申請のあった変更等について、次のとおり決定したので小山町

地域まちづくり事業費補助金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。

事業の名称

決定事項
１．承認します。

２．承認しません。

決定理由

変更交付申請額 円

変更交付決定額 円



様式第９号（第１０条関係）

（添付書類） （１）事業の実績（別紙）

（２）収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）（様式第４号）

（３）写真、パンフレットその他事業の実施が確認できるもの

（４）領収書又はその写し

小山町地域まちづくり事業費補助金実績報告書

年 月 日

小山町長 様

所在地

申請者 団体名称

代表者氏名 ○印

年 月 日付け 第 号により補助金の交付の決定を受けた補助対象事業が完

了したので、小山町地域まちづくり事業費補助金交付要綱第１０条により、関係書

類を添えて報告します。

事業の名称

事業実施期間 年 月 日から 年 月 日まで

事業の総額 円

交付決定額 円

事業の実績 別紙のとおり



別紙

事業の実績

実施内容

事業の成果

今後の方向性

備 考



様式第１０号（第１１条関係）

第 号

年 月 日

様

小山町長 氏 名 印

小山町地域まちづくり事業費補助金交付額確定通知書

年 月 日付けで報告のあった補助金について、下記のとおり確定したので、小山

町地域まちづくり事業費補助金交付要綱第１１条の規定により通知します。

記

１ 交付決定額 円

２ 交付確定額 円



様式第１１号（第１２条関係）

小山町地域まちづくり事業費補助金請求書

年 月 日

小山町長 様

所在地

申請者 団体名称

代表者氏名 ○印

年 月 日付け 第 号により交付確定の通知を受けた補助金について、小山

町地域まちづくり事業費補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとおり請求し

ます。

記

交

付

内

容

確定通知 年 月 日 第 号

事業の名称

交付確定額 円 概算払済額 円

今回請求額 円

口座振替記入欄

金

融

機

関

銀行

金庫

農協
口

座

フリガナ

名義人

本店

支店

支所

出張所

種 類 口 座 番 号

１ 普通

２ 当座

３ その他（ ）




